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本報告書の一部または全部を問わず

無断引用、転載を禁ずる。



 
 

 
 

  本本調調査査研研究究はは、、フフラランンススのの医医療療保保障障制制度度にに関関すするる基基礎礎デデーータタ、、ななららびびにに近近年年

のの医医療療保保障障制制度度改改革革ををめめぐぐるる最最新新情情報報をを収収集集すするるここととをを目目的的ととししてて実実施施ししたた。。   

  フフラランンスス及及びび日日本本のの医医療療保保障障制制度度にに精精通通ししたた有有識識者者にによよるる委委員員会会をを設設立立しし、、

フフラランンスス医医療療保保障障制制度度にに関関すするる研研究究ややデデーータタをを収収集集・・整整理理しし、、そそのの成成果果をを本本報報

告告書書ととししててままととめめたた。。   

  委委員員会会のの構構成成はは以以下下ののととおおりりででああるる。。   
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  稲森 公嘉 京都大学大学院法学研究科 教授   
 入江 芙美  九州大学大学院医学研究院 助教  第 7 章  
 笠木 映里  東京大学学院法学政治学研究科 教授 

ボルドー大学 CNRS リサーチフェロー  
特集、第 2 章第 7 節 

第 6 章第 1 節  
 原田 啓一郎 駒澤大学法学部 教授  第 3 章  
 松田 晋哉  産業医科大学医学部 教授  第 4、5 章  
 松本 由美 大分大学福祉健康科学部 教授  第 2 章第 1～3 節 

 小林 孔 在仏日本国大使館 一等書記官（厚生労働省） 第 1 章 

 

（50 音順、2022 年度末時点の所属） 
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66..44  AAPPAA ののココスストト：：在在宅宅ササーービビススのの利利用用方方式式別別   

 

                                  （単位：％） 

 
委任方式 

service mandataire 
派遣方式 

service prestataire 
直接雇用方式 
emploi direct 

2010 7.6 73.8 18.6 

2011 9.2 75.5 15.3 

2012 8.6 75.4 16.0 

2013 7.4 75.7 16.9 

2014 5.6 76.9 17.5 

2015 4.7 80.8 14.5 

2016 4.6 81.5 13.9 

2017 3.9 82.6 13.4 

2018 3.8 82.6 13.6 

2019 3.4 83.6 13.1 

2020 2.8 83.7 13.5 

マヨットを除く。 

出所：DREES, enquête Aide sociale 
APA et PCH - Montants versés 
APA à domicile - Dépenses couvertes - 2010-2020 
https://data.drees.solidarites-sante.gouv.fr/explore/dataset/apa-et-pch-montants-verses/information/  
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